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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、平成26年４月に当社ならびに連結子会社における固定資産の減損会計の適用を見直す機会があ

り、見直しの結果、一部の固定資産等について、過年度における減損の兆候の見誤りや減損損失の認識の

判定に使用する見積もり数値に誤りがあることが判明いたしました。一部の固定資産等とは、当社単体の

ものとしては新潟県長岡市に所在し平成13年以降第三者に賃貸中の工場であり、同工場については土地お

よび建物・付属設備等について減損を行いました。また、連結子会社関連のものとしては北九州市門司区

所在の株式会社ＫＨＩの事務所・工場であり、同社の土地、機械装置および工具器具備品等について減損

を行うとともに、過年度における減損の結果として減価償却費等の戻入を行いました。

更に、中国の連結子会社の内外会計基準差異に起因する会計処理の誤りがあったことも判明いたしまし

た。

なお、株式会社ＫＨＩについての上記の減損は、同社の業績回復可能性の見直し、さらには当社の株式

会社ＫＨＩに対する投融資等の評価の再算定につながり、この結果、当社の保有する関係会社株式の減損

及び同社への債権、債務保証等に対する引当金を計上することになりました。

これを受けて当社は、平成25年１月11日に提出いたしました第107期第３四半期（自　平成24年９月１

日　至　平成24年11月30日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正するものであります。

なお、連結財務諸表及び財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、

併せて修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

　四半期レビュー報告書

　
　
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項に

ついては訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第106期

第３四半期連結
累計期間

第107期
第３四半期連結
累計期間

第106期

会計期間

自 平成23年
   ３月１日
至 平成23年
   11月30日

自 平成24年
   ３月１日
至 平成24年
   11月30日

自 平成23年
   ３月１日
至 平成24年
   ２月29日

売上高 (千円) 2,910,571 3,454,058 4,538,193

経常損失(△) (千円) △270,829 △129,137 △244,716

四半期(当期)純損失(△) (千円) △730,469 △168,693 △714,323

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) △741,959 △162,502 △697,403

純資産額 (千円) 1,925,309 1,807,363 1,969,865

総資産額 (千円) 5,182,925 5,056,787 5,293,448

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △10.24 △2.37 △10.01

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.1 35.7 37.2
 

　

回次
第106期

第３四半期連結
会計期間

第107期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自 平成23年
   ９月１日
至 平成23年
   11月30日

自 平成24年
   ９月１日
至 平成24年
   11月30日

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △7.47 △1.26
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株あたり四半期(当期)純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第106期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクにおいて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成24年３月１日～平成24年11月30日）におけるわが国経済は、長引く

円高や欧州債務危機、中国をはじめとする新興国経済の減速などの影響もあり、景気の先行きについて

は不透明な状態にあります。

　このような状況の下、当社グループは、試験機事業では、前連結会計年度での受注環境の改善の効果

が、売上高・利益面とも具体的にみられ、当社単体及び子会社のいずれも業績は概ね予定どおりに推移

いたしました。しかし、第３四半期連結会計期間に入り、家電に続き鉄鋼・自動車関連の輸出等の減少

を主因として景気が低迷し出したことから、試験機事業における受注環境と売上高に影響が現れてきま

した。さらに今後の売上高確保についても厳しい環境の持続が予想されます。住生活事業では、健康関

連商品と波形手すりの拡販、中国子会社での中国国内や日欧米をターゲットとした家電製品等の部品製

造・販売などの取組みを引き続き進めておりますが、中国および欧州経済の低迷の影響から売上高に伸

び悩みがみられました。また、ゆるみ止めナット事業では、主力製品であるハイパーロードナットが国

土交通省のNETIS(新技術情報システム)に登録されたことにより市場認知度が向上し、高速道路施設へ

の採用に伴う売上高の増加がみられ、その結果売上高全体では当初見込みを上回ったものの、損益面で

は収益性製品の販売のずれ込みや製造原価低減に関する諸施策の効果が現れるまでには至らず、厳しい

状況となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高3,454,058千円（前年同期比18.6 %増）、経

常損失129,137千円（前年同期は270,829千円の経常損失）、四半期純損失は168,693千円（前年同期は

730,469千円の四半期純損失）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。　

①試験機事業

試験機事業では、グループ会社相互の連携によるシナジー効果の追求を継続しており、標準品の開発

と製品ラインアップの充実を図るとともに、既存顧客と新規顧客へのバランスのとれたアプローチによ

る販売強化やメンテナンス・校正事業の拡大を進めている中で、前連結会計年度での受注環境の改善が

当第３四半期連結累計期間の業績に寄与したこともあり、グループ全体ではまずまずの業績で推移いた

しました。しかしながら、当第３四半期会計期間での景気停滞の影響から鉄鋼、自動車業界よりの引合

いは減少しており、受注環境は厳しい状況となりました。

　以上の結果、試験機事業の売上高は1,847,475千円（前年同期比20.3 %増）、営業利益232,989千円

（前年同期比133.7 %増）となりました。

②住生活事業
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住生活事業では、一般消費者向けの健康関連商品や前連結会計年度より取り組んでおります波形手す

りなどの販売は堅調であったものの、当初計画していた新規事業(商品)のずれ込みがあり、輸出の停滞

に直面している中国子会社を含め売上高が伸び悩み、総じて厳しい状況となりました。

　以上の結果、住生活事業の売上高は1,332,335千円（前年同期比10.9 %増）、営業損失は49,910千円

（前年同期は25,564千円の営業損失）となりました。

③ゆるみ止めナット事業

ゆるみ止めナット事業では、昨年８月にNETIS(新技術情報システム)へゆるみ止めナットが登録され

たことから、ゆるみ止め製品（ナット、スプリング）の公共事業等への採用により売上高は着実に増加

しつつありますが、収益面が期待以下であったことから強化策としてボルト類の販売に注力いたしまし

た。しかしながら、他の収益性製品の販売がずれ込んでいることと製造原価の低減諸施策の効果出現が

遅れていることから全体の損益は厳しい状況となりました。　

以上の結果、ゆるみ止めナット事業の売上高は274,247千円（前年同期比56.7%増）、営業損失

108,660千円（前年同期は97,854千円の営業損失）となりました。　

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は5,056,787千円となり、前連結会計年度末に比

べ　　　　　　　236,660千円減少いたしました。

　流動資産は3,259,241千円となり、前連結会計年度末に比べ269,058千円減少いたしました。これは主

に受取手形及び売掛金の減少131,184千円、たな卸資産の減少146,669千円によるものであります。

　固定資産は1,797,546千円となり、前連結会計年度末に比べ32,397千円増加いたしました。これは主

に有形固定資産の増加45,602千円によるものであります。

　流動負債は1,856,319千円となり、前連結会計年度末に比べ102,737千円減少いたしました。これは主

に支払手形及び買掛金の減少311,750千円によるものであります。

　固定負債は1,393,105千円となり、前連結会計年度末に比べ28,579千円増加いたしました。これは主

に退職給付引当金の増加37,164千円によるものであります。

　純資産は1,807,363千円となり、前連結会計年度末に比べ162,502千円減少いたしました。これは主に

利益剰余金の減少168,693千円によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対応すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、31,027千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。

　

(5) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、連結会社及び提出会社の従業員数に著しい増減はありません。
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(6) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、試験機事業の販売実績並びに、ゆるみ止めナット事業の生産及

び販売実績は増加しております。

　試験機事業は前年の受注環境改善の効果と販売強化が寄与したことにより、生産実績は1,817,452千

円（前年同期比3.6％増）とほぼ前年同期並みとなるも、販売実績は1,847,475千円（前年同期比20.3％

増）となっております。

　また、ゆるみ止めナット事業は損益的には厳しい状況にあるものの、製品の公共事業等への採用や引

合いが増加して市場浸透が順調に進んだことにより、生産実績は264,215千円（前年同期比39.1％

増）、販売実績は274,247千円（前年同期比56.7％増）となっております。

　

(7) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい増減はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 260,000,000

計 260,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年１月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 71,337,916 71,337,916
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 71,337,916 71,337,916 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月１日～
平成24年11月30日

― 71,337,916 ― 2,713,552 ― 200,233
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社東京衡機(E01587)

訂正四半期報告書

 7/19



　

(7) 【議決権の状況】

当社は、当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため記載することができないことから、直前の基準日（平成24年８月31日）における株主名簿

に基づき記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式       23,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 　71,258,000 71,258 ―

単元未満株式 普通株式       56,916 ― ―

発行済株式総数 71,337,916 ― ―

総株主の議決権 ― 71,258 ―
 

(注)１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が3千株含まれて

おります。

 　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式910株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）　　　
㈱テークスグループ

東京都千代田区神田佐久
間町一丁目９番地

23,000 ― 23,000 0.03

計 ― 23,000 ― 23,000 0.03
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における重要な役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年９月１

日から平成24年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年３月１日から平成24年11月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してい

ますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

　　　　 前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年11月30日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 1,072,501 1,133,219

　 　 受取手形及び売掛金 ※1 1,225,451 ※1 1,094,267

　 　 商品及び製品 430,793 381,627
　 　 仕掛品 465,791 350,456
　 　 原材料及び貯蔵品 187,859 205,691
　 　 繰延税金資産 6,948 10,358
　 　 その他 167,991 112,303
　 　 貸倒引当金 △29,038 △28,681

　 　 流動資産合計 3,528,299 3,259,241

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 　 　
　 　 　 建物及び構築物（純額） 308,288 297,892
　 　 　 機械装置及び運搬具（純額） 140,289 130,071
　 　 　 土地 871,543 871,543
　 　 　 建設仮勘定 36,600 65,360
　 　 　 工具、器具及び備品（純額） 36,389 73,846

　 　 　 有形固定資産合計 1,393,111 1,438,714

　 　 無形固定資産 　 　
　 　 　 借地権 30,123 26,895
　 　 　 のれん 121,966 105,615
　 　 　 その他 77,439 81,681

　 　 　 無形固定資産合計 229,529 214,193

　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 投資有価証券 12,360 12,354
　 　 　 保険積立金 30,876 31,817
　 　 　 繰延税金資産 15,574 19,660
　 　 　 破産更生債権等 298,678 299,147
　 　 　 その他 62,695 59,806
　 　 　 貸倒引当金 △277,679 △278,147

　 　 　 投資その他の資産合計 142,507 144,638

　 　 固定資産合計 1,765,148 1,797,546

　 資産合計 5,293,448 5,056,787
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（単位：千円）

　　　 前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年11月30日)

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　
　 　 支払手形及び買掛金 975,284 663,534
　 　 1年内返済予定の長期借入金 498,809 411,521
　 　 短期借入金 180,000 376,900
　 　 未払法人税等 29,120 29,649
　 　 賞与引当金 17,259 7,057
　 　 リース資産減損勘定 32,862 27,548
　 　 その他 225,721 340,108

　 　 流動負債合計 1,959,057 1,856,319

　 固定負債 　 　
　 　 長期借入金 901,946 914,826
　 　 再評価に係る繰延税金負債 177,716 177,716
　 　 繰延税金負債 8 5
　 　 退職給付引当金 226,132 263,297
　 　 長期リース資産減損勘定 35,124 13,620
　 　 その他 23,597 23,640

　 　 固定負債合計 1,364,525 1,393,105

　 負債合計 3,323,583 3,249,424

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 2,713,552 2,713,552
　 　 資本剰余金 200,233 200,233
　 　 利益剰余金 △1,312,505 △1,481,198
　 　 自己株式 △3,626 △3,626

　 　 株主資本合計 1,597,653 1,428,960

　 その他の包括利益累計額 　 　
　 　 その他有価証券評価差額金 13 9
　 　 土地再評価差額金 321,487 321,487
　 　 為替換算調整勘定 50,711 56,905

　 　 その他の包括利益累計額合計 372,212 378,402

　 純資産合計 1,969,865 1,807,363

負債純資産合計 5,293,448 5,056,787
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

　　【四半期連結損益計算書】

　　【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

　　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年11月30日)

売上高 2,910,571 3,454,058

売上原価 2,254,357 2,623,122

売上総利益 656,214 830,935

販売費及び一般管理費 ※1 879,975 ※1 925,737

営業損失（△） △223,760 △94,802

営業外収益 　 　
　 受取利息及び配当金 3,587 2,649
　 不動産賃貸料 7,701 7,477
　 業務受託料 7,200 7,971
　 為替差益 － 2,941
　 その他 5,675 4,404

　 営業外収益合計 24,165 25,445

営業外費用 　 　
　 支払利息 26,399 26,997
　 株式交付費償却 133 －
　 為替差損 7,067 －
　 不動産賃貸費用 14,933 14,497
　 その他 22,699 18,285

　 営業外費用合計 71,233 59,780

経常損失（△） △270,829 △129,137

特別利益 　 　
　 貸倒引当金戻入額 2,006 －
　 新株予約権戻入益 18,000 －

　 特別利益合計 20,006 －

特別損失 　 　
　 貸倒引当金繰入額 9,100 －
　 減損損失 680,073 4,061
　 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,500 －
　 会員権評価損 － 401

　 特別損失合計 690,673 4,463

税金等調整前四半期純損失（△） △941,496 △133,601

法人税、住民税及び事業税 28,067 42,542

法人税等調整額 △239,094 △7,450

法人税等合計 △211,026 35,091

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △730,469 △168,693

少数株主損失（△） － －

四半期純損失（△） △730,469 △168,693
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　　【四半期連結包括利益計算書】

　　【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

　　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △730,469 △168,693

その他の包括利益 　 　
　 その他有価証券評価差額金 △75 △3
　 為替換算調整勘定 △8,604 6,193

　 その他の包括利益合計 △8,679 6,190

四半期包括利益 △739,148 △162,502

（内訳） 　 　
　 親会社株主に係る四半期包括利益 △739,148 △162,502
　 少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成24年３月１日 至 平成24年11月30日)

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

 
 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成24年３月１日 至 平成24年11月30日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。
 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１

　

　
前連結会計年度
(平成24年２月29日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年11月30日)

受取手形割引高 128,694千円 58,054千円

受取手形裏書譲渡高 7,107千円 2,734千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　　　該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
至 平成23年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年11月30日)

減価償却費 62,435千円

のれんの償却額 16,350千円
 

　

　 46,664千円

　 16,350千円
 

　
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成23年３月１日 至 平成23年11月30日)

配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年11月30日)

配当に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成23年３月１日 至 平成23年11月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
　

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

調整額　　
（千円）　
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
（注）３　

試験機事業
(千円)

住生活事業
(千円)

ゆるみ止め
ナット事業

 
(千円)

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,534,572 1,201,089 174,910 2,910,571 ― 2,910,571 ― 2,910,571

  (2) セグメント間の
      内部売上高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,534,572 1,201,089 174,910 2,910,571 ― 2,910,571 ― 2,910,571

セグメント利益(又は
損失)

99,660 △25,564 △97,854 △23,758 △8,742 △32,501 △191,259 △223,760
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタル事業等であ

ります。

　２．セグメント利益の調整額△191,259千円は、その主なものは基礎的試験研究費などに要した費用お

よび当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「試験機事業」及び「住生活事業」セグメントにおいて、継続的に営業損失を計上している資産グルー

プ及 び「共用資産」につきまして、帳簿価額を回収可能額まで減額し、「試験機事業」676,205千

円、「住生活事業」1,244千円及び「共用資産」2,623千円を減損損失として特別損失に計上しており

ます。
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当第３四半期連結累計期間(自 平成24年３月１日 至 平成24年11月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
　

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

調整額　　
（千円）　
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
（注）３　

試験機事業
(千円)

住生活事業
(千円)

ゆるみ止め
ナット事業 
(千円)

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,847,475 1,332,335 274,247 3,454,058 ― 3,454,058 ― 3,454,058

 (2) セグメント間
     の内部売上高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,847,475 1,332,335 274,247 3,454,058 ― 3,454,058 ― 3,454,058

セグメント利益
(又は損失)

232,989 △49,910 △108,660 74,419 △1,880 72,539 △167,341 △94,802
 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、デジタル事業等であ

ります。

　２．セグメント利益の調整額△167,341千円は基礎的試験研究費などに要した費用および当社の総務・

経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月１日
至 平成23年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
至 平成24年11月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △10.24円 △2.37円

　(算定上の基礎) 　 　

  四半期純損失(△)(千円) △730,469 △168,693

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △730,469 △168,693

  期中平均株式数(千株) 71,314 71,314
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第３四半期においては、１株あたり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。前第３四半期連結累計期間においては、１株

当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   湯   浅   信   好   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   三   宅   孝   典   ㊞

　
独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年５月28日

株式会社東京衡機

（旧会社名 株式会社テークスグループ）

取締役会  御中

　

 

　

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京

衡機（旧会社名　株式会社テークスグループ）の平成２４年３月１日から平成２５年２月２８日までの連結会計年度の

第３四半期連結会計期間（平成２４年９月１日から平成２４年１１月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成

２４年３月１日から平成２４年１１月３０日まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京衡機（旧会社名　株式会社テークスグループ）及び

連結子会社の平成２４年１１月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成２５年１月１０日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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